
   規則名 地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例

平成28年岩手県条例第57号

様式番号 様式名
関係規
則条文

様式第 1 号 個人事業税課税免除申請書 3

様式第 2 号 法人事業税課税免除申請書 3

様式第 3 号 不動産取得税課税免除・不均一課税申請書 3

様式第 4 号 固定資産税課税免除・不均一課税申請書 3



様式第１号 

個人事業税課税免除申請書 

  年  月  日 

広域振興局長 様 

申

請

者

住所（居所） 

氏   名 

個 人 番 号 

地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例第２条の規定により、次のとおり課税免除を申請します。 

事業が定められた認定地域再生計画の名称 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備計画の

認 定 日 
年  月  日 

課 税 年 度 （ 事 業 年 ）   年度分（  年分） 

新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備

事 業 の 種 類 

事 務 所 又 は 事 業 所 の 名 称 

所 在 地 

事 業 の 用 に 供 し た 日   年  月  日 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備

計画に定められた事業の用に供した施設

又は設備 

種 類 取得価額 

円 

そ の 他 の 固 定 資 産 の 取 得 価 額 

区 分 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 

新設し、又は増設した対象施

設等に係る従業者数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

県内の事務所等の従業者数 

既に確定した税額    （ア） 円   

課税免除適用後の税額    （イ） 円 

課税免除による軽減税額 （ア）－（イ） 円 

（Ａ４） 

  付 

受 印 



様式第２号 

法人事業税課税免除申請書 

  年  月  日 

広域振興局長 様 

申

請

者

所 在 地 

名 称 

代表者氏名 

法 人 番 号 

地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例第２条の規定により、次のとおり課税免除を申請します。 

事業が定められた認定地域再生計画の名称 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備計画の

認 定 日 
年  月  日 

事 業 年 度 年  月  日から  年  月  日まで 

新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備

事 業 の 種 類 

事 務 所 又 は 事 業 所 の 名 称 

所 在 地 

事 業 の 用 に 供 し た 日   年  月  日 

認定地方活力向上地域特定業務施設整

備計画に定められた事業の用に供した

施設又は設備 

種 類 取得価額 

円 

そ の 他 の 固 定 資 産 の 取 得 価 額 

区 分 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計 

新設し、又は増設した対象施

設等に係る従業者数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

県内の事務所等の従業者数 

既に確定した税額    （ア） 円 

課税免除適用後の税額    （イ） 円 

課税免除による軽減税額 （ア）－（イ） 円 

（Ａ４） 

  付 

受 印 



様式第３号 

不動産取得税 
課税免除

不均一課税
 申請書 

  年  月  日 

広域振興局長 様 

申

請

者

住所（居所）

又は所在地 

氏名又は法人

の名称及び代

表者氏名 

個人番号又 

は法人番号 

地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例 
第２条

第３条
 の規定により、次のとおり 

課税免除

不均一課税
 を申請します。 

事業が定められた認定地域再生計画の名称 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備計画の

認 定 日 
年  月  日 

新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備

事 業 の 種 類 

事 務 所 又 は 事 業 所 の 名 称 

所 在 地 

事 業 の 用 に 供 し た 日   年  月  日 

認定地方活力向上地域特定業務施設整

備計画に定められた事業の用に供した

施設又は設備 

種 類 取得価額 

円 

家

屋

所 在 種 類 構 造 床面積 

㎡ 

建設に着手した年月日 取得年月日 取得の原因 取得価額 

円 

敷

地

所 在 地 目 地 積 

㎡ 

取得年月日 取得の原因 取得価額 

円 

（Ａ４） 

  付 

受 印 



様式第４号 

固定資産税 
課税免除

不均一課税
 申請書 

  年  月  日 

広域振興局長 様 

申

請

者

住所（居所）

又は所在地 

氏名又は法人

の名称及び代

表者氏名 

個人番号又 

は法人番号 

地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例 
第２条

第３条
 の規定により、次のとおり 

課税免除

不均一課税
 を申請します。 

事業が定められた認定地域再生計画の名称 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備計画の

認 定 日 
年  月  日 

新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備

事 業 の 種 類 

事 務 所 又 は 事 業 所 の 名 称 

所 在 地 

事 業 の 用 に 供 し た 日   年  月  日 

認定地方活力向上地域特定業務施設整備

計画に定められた事業の用に供した施

設又は設備 

種 類 取得価額 

円 

（Ａ４） 

  付 

受 印 
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